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①マンションにおけるコミュニティ活動の主体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①コミュニティ活動主体としてのマンション管理組合の明確化 
【今後のあり方】 
・行政が協働する地域のﾊﾟｰﾄﾅｰとして、自治会等に加えて管理組合を位
置づける。 

・管理組合をコミュニティ活動の主体として明確に位置付け、支援施策の
対象として捉えていく。 

【発展方策のイメージ】 
・管理組合に対する活動支援（専門人材派遣や講習等）（自治体） 
・マンション同士の情報交換の場の創出（自治体） 

管理組合主体によるコミュニティ活動 
マンションが自治会を形成しない場合でも、マン

ションに必置である管理組合やその専門部会等

がコミュニティ活動の主体となる例もある。 

活動の担い手やノウハウの不足 
マンション住民のコミュニティ意識は高まっている

が、一部の住民に限られているのが現状である。

またマンション住民だけではコミュニティ活動を担

えない場合がみられる。 

②マンションと地域の連携のあり方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③行政、民間事業者のﾏﾝｼｮﾝｺﾐｭﾆﾃｨに対する支援 
  
 
 
 
 
 
 
 

 ハード、ソフト両面を踏まえたマンション施策 
ﾏﾝｼｮﾝ居住に関する課題は多岐にわたり、ハード、

ソフト両面を見据えた対策が求められる。 

 民間事業者によるコミュニティへの支援 
民間事業者もコミュニティに関心を抱き始めてい

るが、まだ大きな流れにはなっていない。 

b.防災など、 
 ﾏﾝｼｮﾝ住民
が 関心を抱

きやすいテー
マの連携 

c.地域とﾏﾝｼｮﾝ

で、ｺﾐｭﾆﾃｨ活
動の資源を
補い合う 

a.ｺﾐｭﾆﾃｨ活動

の主体として
の管理組合、
自治会 

d.ﾏﾝｼｮﾝｺﾐｭﾆ
ﾃｨに対する
外部からの
支援 

防災に対する関心の高さ 
防災に対するマンション住民の関心は高い。周辺

地域と連携した防災訓練や災害用の備蓄に取り

組むマンションもみられる。 

ﾏﾝｼｮﾝの規模に応じた地域との連携のあり方 
ﾏﾝｼｮﾝの人的、財政的資源は規模により異なり、

小規模なﾏﾝｼｮﾝは外部との連携がより必要になる

場合がある。また世帯数のﾊﾞﾗﾝｽ等で、自治会に

所属するのが現実的でない場合がみられる。 

検討の視点 

都市部のコミュニティの発展方策の方向性 

②マンションと地域の連携に対する支援 
【今後のあり方】 
・特に防災面ではマンション単独での対応には限界があり、地域との連携
が有効な場合が多い。また平時にはﾏﾝｼｮﾝの共用部の開放等、地域へ
提供できるメリットもある。 

【発展方策のイメージ】 
・まちづくり協議会など、ﾏﾝｼｮﾝも含めた地域の組織の設立推進（地域） 
・ｺﾐｭﾆﾃｨ相談員など、ﾏﾝｼｮﾝと地域のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰによる支援（自治体） 

③自治体による部局横断的なマンション支援体制の構築 
【今後のあり方】 
・自治体によるマンションコミュニティに対する支援として、コミュニティ担当
部局だけでなく、建築部局か防災部局等との緊密な連携が重要である。 

・まちづくり支援センターなど、地域団体やﾏﾝｼｮﾝをワンストップで支援す
る組織の設立、運用も有効な手法になりうる。 

【発展方策のイメージ】 
・先進自治体における事例に関する情報提供（国） 
・まちづくり支援ｾﾝﾀｰなど、地域団体を支援する組織の設立（自治体） 

④民間事業者への働きかけ 
【今後のあり方】 
・供給当初に販売業者がうまく住民を組織化し、引継ぎができている場合、
活動がうまくいっている例がある。 

・供給後の管理会社等の継続的なﾌｫﾛｰが有効な場合がある。 
【発展方策のイメージ】 
・共用部へのｺﾐｭﾆﾃｨｽﾍﾟｰｽの設置に対するｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの付与（国、自治体） 
・望ましいｺﾐｭﾆﾃｨのあり方に対する民間事業者との共同研究（自治体） 
・ｺﾐｭﾆﾃｨの活性化に寄与するｲﾍﾞﾝﾄ等のﾉｳﾊｳの共有・公開（民間事業者） 

 
            
 
 
 
 
 

都市部のコミュニティの発展方策の方向性イメージ【マンション住民と地域住民との関係について】（案） 資料４ 



 
 
 
            
 
 
 
 
 

①地域団体が名簿を保有することのルール 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①条例制定によるﾙｰﾙの体系化、部局横断的な体制の構築 
【今後のあり方】 
・名簿情報の適切な管理と運用については、市区町村や地域の過剰反
応を誘発しないように、国として望ましい手法を示すことが有効と考え
られる。 

・先進的な市区町村で採用されているルールや地域との協定書等、一
定程度知見が蓄積されているところである。先進事例の情報を共有す
ることも有効である。 

・福祉・防災・ｺﾐｭﾆﾃｨ部局等の幅広い部局が連携するﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑを組
成してルールづくりや運用を行うことが有効である。 

【発展方策のイメージ】 
・先進的な自治体の取組みの情報提供（国） 
・部局横断的な災害時要援護者支援への取組体制の構築（自治体） 

名簿の作成や運用に伴う混乱 
個人情報に関する意識の高まりにより、災害時

要援護者の名簿情報の管理や運用のルール

に、自治体や地域で混乱が生じている例もみら

れる。 
防災担当課と福祉担当課がそれぞれ名簿を作

成し、平時と災害時の支援の取組みを行ってい

る例もみられた。 

条例制定による施策の体系化 
 災害時要援護者支援にあたり、条例の策定を

きっかけに預託が進んだ例もみられる 
 個人情報の預託が進んでいる自治体では、地

域での取組みの内容や管理状況のモニタリン

グなど、厳格なことを求めていない例もみられ

た。 

②平時からの自治会等の取組みに対する支援 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

d.その他、防

災面における
自治会・町内
会の役割 

地域団体と住民の信頼感の醸成 
 同意方式の場合、地域団体への信頼感が高い

場合には同意率が上がる場合がある。 
 地域団体と住民の日頃からの信頼感の醸成は

重要な要素である。 

自治会等による平時からの取組みの重要性 
 名簿を預託した後、要援護者支援を行うのは地

域の役割であるが、取組みが進んでいない地

域では名簿を活用できない例もみられた。 

検討の視点 

②防災面における都市部ならではの主体の位置づけ 
【今後のあり方】 
・都市部では自治会等のみならず、多様な地域団体が活動していること
が特徴である。 

・地域の自主防災組織として、これまで主に自治会等が想定されてきた
ところであるが、マンション管理組合等も位置づけていくことが有効と
考えられる。 

【発展方策のイメージ】 
・個人情報の預託先も含めた防災面におけるマンション管理組合等の
役割の明確化（自治体） 

③平時からの自治会等の取組みに対する支援 
【今後のあり方】 
・名簿情報の預託だけを進めても災害時要援護者支援の推進にはつな
がらず、預託した後の自治会等の取組みを支援することが重要である。 

・自治会等が、都市部で活動する多様な団体と連携することで支援体制
の構築が進む可能性がある。 

【発展方策のイメージ】 
・平時から自治会等が実施する訓練等への支援（自治体） 
・自治会等と社会福祉協議会、地域包括支援ｾﾝﾀｰ、民生委員等との連
携支援（自治体） 

 
            
 
 
 
 
 

a. 行政が災
害弱者等
の個人情
報を地域
に委ねる
場合の
ルール 

b.個人情報の

預託先として
の自治会等
の位置づけ 

c.自治会等で

個人情報の
作成・管理を
行いやすくす
る方策 

2 

調査からみえてきた現状と課題 都市部のコミュニティの発展方策の方向性 

都市部のコミュニティの発展方策の方向性イメージ 
【災害弱者等の名簿保有の問題を中心とした防災面における自治会・町内会の役割について】（案） 
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